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市町村（基礎自治体）の補助金適正化への取り組み
　 先駆的な上三川町補助金等基本条例の制定について 　
地域政策動向１
はじめに
　市町村は多くの補助金を市民や団体に支出
している。それらについて、統一的に一般原
則を定め、その適正な運営のための一元的な
仕組みを条例で定めた市町村は、全国的にま
だほとんど例がない。
　国は長期にわたり国の補助金改革を進めて
きたが、地方行革で行われた国と同様の手法
による補助金改革では、性質がかなり異なる
市町村の補助金にはあまり効果があったとは
いいがたい。
　適正な補助金制度を創設し維持したいとい
うことは、政治行政上の共通目標であるとし
ても、市町村の補助金改革には市町村の特性
に根ざした基本原理があるので、その実態に
ふさわしい合理的な問題解決手法を定める必
要がある。
　上三川町（栃木県）では、２年間の検討を
踏まえて、平成20年3月14日に「上三川町補
助金等基本条例」を制定した。
　この条例では、補助金についての基本原則
を定め、補助金の創設、補助率（額）、補助
期間、申請、実施状況の報告、審査制度、住
民への公開などを一律に定めている。同時
に、町が支出する補助金について、住民によ
る創設の提案制度、補助金の適正な運用を促
す制度などの新しい考え方を含んでいる。町
独自の補助金制度は、すべて、この条例の下
に位置づけられ、補助金制度は法体系上、一
元化されることになる。
　つまり、この条例は、単なる補助金の手続
的条例ではなく、全国的に先駆的な性格を
もった補助金に関する基本を定めた条例であ
ると考えられる。これは、町の諸補助金制度
が継続的に適正に運営され、町の活性化と住
民自治の力の向上に役立つように制定された
ものであり、今後、町の「基本条例」の一つ
の柱として重要な役割を果たしていくことが
期待される。
　ここでは、この「上三川町補助金等基本条
例」について、その制定にいたる経緯、原則、
しくみ、課題などについて若干の考察を加え
るとともに、答申、条例等の資料を一括して
紹介したい。
第１章　上三川町補助金等基本条例制
　定の経緯
⑴　上三川町の特性
　上三川町は、栃木県中央部に位置し、面積
市　村　充　章　
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55㎢、人口約32,000人の町である。以前は農
業を主産業とする田園地帯であった。奈良以
降明治までの国郡制においては、河内郡に属
し、三川郷と呼ばれる自治体であった。
　東日本の幹線道路である国道4号線（新4
号線）が貫き、北関東自動車道のインターチェ
ンジも設けられ、交通の要衝となったことか
ら、工業団地がつくられ、自動車産業（日産
自動車）をはじめとする多数の工場の誘致に
成功し、一気に工業都市としての変貌をとげ
ていった。また、宇都宮市に隣接し、交通の
地の利がよいため、経済的に急激に発展して
いると同時に、現在のところ、農地と緑地が
多く維持されているため、環境はよく、バラ
ンスのとれた状況にある。
　町の財政状況は、法人関係の税収が大きい
ため安定しており、地方交付税交付金が歳入
決算に占める割合は、平成16年度には2.4％
に過ぎず、平成17年度決算における財政力指
数は実に1.13（全国市町村平均0.52、類似団
体内平均0.72（類似団体内で全国7位））、経
常収支比率66.9（全国市町村平均90.2、類似
団体内平均83.3（この数値は全国１位））と、
全国的にみて財政的に潤沢な自治体である。
また、人口1,000人あたり職員数が6.58人と
全市町村平均（8.00人）よりかなり少ない。
⑵　総合計画における補助金の考え方
　このように、財政的な問題がとくにない町
であるから、補助金の見直しは、財政破綻の
切迫した事情によって補助金を削減しようと
いうような消極的な目的によるものではな
い。むしろ、比較的財政的に余裕のあるこの
時期に、将来の町の発展のための布石を打っ
ていこうとする極めて積極的なものといえ
る。
　この補助金改革は、上三川町の第6次総合
計画に定められた前向きな行政姿勢を反映し
たものである。
　この総合計画（そのうちの基本構想）では、
⑴まちづくりの方向性と施策が町民に伝えら
れ、町民一人ひとりがまちづくりに主体的参
画・協働するようにすること
⑵民間経営理念・手法を導入し、地方分権時
代にふさわしい自立したまちを持続的に「経
営」していくための指針を確立すること
⑶国、県、他市町村との広域行政や広域合併
などに対して町の施策を明確に反映させる基
礎をつくることが3大目標とされた。
　また、基本構想においては、⑴健康福祉・
教育文化を重視して生活環境整備・基盤整備
を図るとともに自然との共生を実現する【「安
全・安心」のまちづくり】、⑵活力に満ちた
産業と人々が交流するまちづくりを実現する
【「活力のある」まちづくり】、⑶住民と行政
とが協働してまちづくりを進め、地方分権時
代にふさわしい自立した住民自治・人権尊重
のまちづくりを実現する【「協働・自立」の
まちづくり】の3つが基本理念として掲げら
れている。
　これらの基本理念に沿って、まちづくりを
実現するための施策の大綱には、市街地、道
路、環境・景観などの基盤整備、健康福祉（地
域福祉・子育て支援・高齢者福祉・障害者福
祉・健康づくり・医療体制・社会保障）、教
育文化（生涯学習・学校教育・青少年健全育
成・芸術文化振興・スポーツ振興・国際化・
国際交流推進）、活力ある産業のまちづくり
（農業振興・商業振興・工業振興・観光レク
リエーションの振興・消費者対策充実）、協
働・自立のまちづくり（人権尊重社会の実現・
男女共同参画社会の形成・コミュニティ活動
の促進・町民と行政との共同体制の確立・情
報ネットワークの整備・自立した自治体経営
の確立）が掲げられている。
　この総合計画の内容は、近年の地方分権が
進んだ状況の中では、どちらかといえば平均
的なものといえよう。
　ただ、これらの多様な行政内容には、補助
金や扶助費としての給付で行政目的を実現し
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ていく、いわゆる「給付行政」として実現さ
れることとなるものが相当含まれている。限
られた財源の中で、一般的に市町村がこれま
で行ってきたような行政主導の補助金の支出
を続けていくことは、可能ではあっても、そ
れは時代の状況にはそぐわず、地方自治と民
主主義の発展のために望ましいことではない
だろう。
　上三川町の基本計画の中では、効果的・効
率的な財政運営の推進のために、次のような
一項を加えた。
　「限られた財源を有効に活用するため、人
件費や補助金をはじめとする消費的な経費の
全般的な見直しを行い、その節減・合理化を
図ります。
　主要な事業　○補助金の整理・合理化」
⑶　行政改革大綱（第２期）
　上三川町では、行政改革大綱（第２期）（推
進期間平成14年度～平成17年度）においては、
補助金改革について次のように述べた。
　「○補助金等について公益上の必要性や補
助効果等について常に見直しを行い、統廃合
や終期の設定などその適正化に努める。」
　補助金改革は、国がすすめた地方の行政改
革の一つの重要なテーマだから、どこの自治
体の行革大綱にも掲げられている課題であ
り、この第２次大綱では、上三川町が特別な
課題を設定したというわけではないだろう。
それでも、終期の設定を掲げたことは、大き
な前進ではあった。
⑷　行政診断の実施
　平成12年以降、国が強く進めた市町村合併
政策では、上三川町もまた例外ではなく、隣
接する宇都宮市との合併協議会が設置され協
議が行われた。上三川町では全有権者対象の
アンケート調査を行った結果、合併反対が3
分の２を占めたため、協議会から離脱した。
結局、現在までこの合併は行われていない。
宇都宮市との間でなされた事務のすり合わせ
作業は、情報の交流を生み出す効果をもたら
し、宇都宮市では運営費にかかる補助金を止
めることとなり、生き残った上三川町では補
助金の抜本的な見直しの機運をもたらしたの
である。
　その後、上三川町では、第3期行政改革大
綱を策定する基礎資料とするため、ぎょうせ
い総合研究所とともに行政診断を実施し、職
員に対してヒアリングを行なった。その結果
は、平成17年11月に「上三川町行政診断結果
報告書」としてまとめられ報告された。
　この行政診断は、上三川町の行政当局が、
⑴平成12年の地方分権一括法の施行によっ
て、住民に身近な行政は住民に身近な地方自
治体（市町村）に委ねるべきだという新しい
地方の時代が到来したこと、⑵三位一体改革
で年々財政環境が厳しくなること、⑶政策決
定への町民参加、行政運営への町民の監視、
行政情報の公開、男女共同参画社会の実現な
どの機運の中で、自己決定と自己責任が強く
求められ、自治体がそれにふさわしい改革を
自ら実行できるかに分権の成功がかかってい
るということを認識し、自らの責任と判断で
経営する体制を早急に確立する必要を痛感し
たため行われたものである。行政診断では、
事務事業・組織機構等の行政運営について調
査・分析し、問題点・課題を把握し簡素・効
率的な行政システムを確立する方向性を見い
だそうとした。
　この作業の中で、職員に対して「行政運営
改善提案シート」の記入の依頼が行われた
が、その設問には、「補助金の整理合理化」
についての設問が含まれていた。設問は「補
助金の削減や廃止を図るべきである」かどう
かというものであったが、40歳以上の職員層
は、「そうすべきと思う」とする回答が50％
を超えた。55歳以上に限ると88.9％、課長級
以上の管理職に限るとほぼ全員がそう答え
た。一方、より若い職員層では、「なんとも
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言えない」とする回答が多いことが注目すべ
き現象であった。
　行政診断結果報告書は、補助金等の課題と
して、次のように述べている。
　「補助金のあり方については、町民の納得
を得るため公正性・透明性・客観性の高いも
のとするために、一層の改善が求められま
す。過去の慣例にとらわれず、行政の責任分
野、費用負担の在り方、行政効果、慣例化の
防止等の視点から、補助金の見直しが望まれ
ます。そのため、サンセット方式（期限を設
け、特に必要のない限り、ある期間を経過し
たら自動的に廃止とする方式）の導入も含め
た整理・合理化に努めることが必要です。ま
た、公募式の補助金も考えられ、まちづくり
や公共の福祉に役立つ事業を行う団体の募
集・審査による支給という形態を導入するの
も一考の余地があります。
　補助金等の整理・合理化について、「行政
運営改善提案シート」から整理すると次表の
通りです。
（筆者注：表は大部なので省略。主な内容と
しては、つぎのようなものがあった。
•補助金適正化はなかなかメスを入れられな
　かったが、今後は一度白紙に戻して検討す
　るべきだ。
•団体運営費補助金は廃止し事業補助のみと
　すべきだ。
•補助金は千差万別であり、個々に吟味すべ
　きだ。裏負担や上乗せは適切なものだ。
•本来町が行うべき行政事務を団体が代行し
　ているような場合は、運営費補助を削減す
　るなら、その事業の一部又は全部を町が行
　うべきだ。
•民間有識者や一般町民で構成する委員会で
　適正化を検討すべきだ。
•住民がメスを入れるシステムが必要だ。）
　補助金の現状は、平成17年度当初予算で
は、全体で135項目あり、総額は504,399千円
となっています。これは、予算総額のおよそ
5.6％を占めています。
　しかし、上記135項目のうち、団体等の運
営費補助と思われるものは25％あり、これら
の団体がその庶務を行政に任せている場合も
考えられ、これが職員の負担となり、事務を
圧迫している場合もあるので、この検証と自
主運営の推進が必要と思われます。」
　行政診断報告書は、これらの意見と分析を
踏まえて、補助金等の見直しについて、次の
ような提案を行っている。
　「補助金及び負担金については、行政の責
任分野、経費負担のあり方、行政効果等を精
査し、廃止、統合及びサンセット方式の導入
等を図り、抜本的な整理・合理化が必要です。
　次に補助金見直しの考え方を示します。
　今後の見直しの基本的な視点として4つの
視点を設定し、新たな補助金検証システム
（例）を想定しました。（次図）
そこでは、第三者機関による審査を柱とした
「公募制の導入」と新たな見直しの基準に基
づく「内部精査」の実施により、補助金を検
証していくものとしています。
　あらたな見直しの基準では、「必要性」と
「経過年数」を指標として現在の補助金を分
類し、見直しの優先順位をつけています。
（図表　省略）
　　　　　　　　　　　　　　　　　
」
　さて、平成20年3月に制定された「補助金
等基本条例」の枠組みは、新に平成18年度か
ら第三者委員5名で組織された補助金等審議
委員会での自由な議論の末に策定された答申
を基礎として作られたものである。審議会の
答申は、この行政診断の分析と提言と内容に
は全くとらわれることがなかった。しかし、
基本的な事項で、全部見直し、サンセット方
式導入、公募制導入、運営費補助への批判、
町の事務との整理、第三者による委員会での
検討、住民参加など両者の認識がおどろくほ
ど一致している。補助金問題への見方には、
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客観的に一致した普遍的な見解が存在すると
いうことを示すものであろう。
⑸　行政改革大綱（第３期）
　この行政診断報告書が一つの具体的な補助
金改革の方向性を示したことで、行政改革
大綱（第3期）（平成17年～平成21年）では、
補助金改革が大きな課題として位置づけられ
ることになった。
　この第3次大綱では、「持続性ある発展を
支える改革をすすめる」ことがメインテーマ
とされ、その「⑹ 財政の適正かつ健全な運営」
の中で、補助金は「推進重点事項」の課題と
して数ヶ所に明記されることとなった。
　まず、「① 財政の健全化」では、「○ 経常
的経費の節減合理化のため、消費的経費（人
件費、委託料を含む物件費、補助金を含む補
助金等、扶助費、維持補修費）の全般的な見
直しを行う。」とされた。
　次に「② 補助金等の整理・合理化」が独
立した事項として採り上げられ、「○ 補助金
等については、行政の責任分野、経費負担の
あり方、行政効果を精査し、整理・合理化を
図る一方、町民との協働の促進策としての戦
略性を持たせて規定を見直すとともに、補助
金を交付する団体の活動状況をよく把握する
など効果的な制度の運用を図る。」と記され、
具体的内容に踏み込んだ目標が提示された。
　次に「⑤ 農業公社の経営健全化」では、「○
町からの補助金等の見直しを行い、経営の健
全化に努める。」という個別的な目標が提示
された。
　財政運営の健全化は、行政改革の中心課題
の一つであるが、町の行革大綱の財政にかか
る5項目の課題のうちの3項目で補助金適正
化が触れられ、特に「② 補助金等の整理・
合理化」で、その見直しの方向性と市町村自
治の発展のための戦略性が強く打ち出された
ことは、補助金改革に対する行政部局の強い
問題意識が伺われる。
　この大綱に合わせた集中改革プラン（平成
17年度～平成21年度）には、大綱の「② 補
助金等の整理・合理化」に対応して取組事項
「２ 補助金の整理・合理化」が次のように示
された。
取組事項 取組の内容
実施年度
H17 H18 H19 H20 H21
２ 補助金等
　 の整理・
　 合理化
各種団体への補助金の見
直し（統合・廃止等）
【目標値等】
H17 審議会設置
H18 補助金制度構築・補
助金審査
H19 予算への反映
●
推進
→
推進
→
推進
→
推進
→
推進
　平成20年3月現在において上三川町では補
助金改革がすすめられている。実際に取り組
んでみると膨大な実態調査や周知の作業が必
要となり、また、基本条例を策定して全体の
法体系化を図ることとなったため、日程には
若干のずれが生じたが、基本的には、この第
3次行革大綱と集中改革プランで設定された
目標を着実に実現するものであるといえる。
⑹　補助金等制度の構築方針の策定と審議会
条例の制定
　行政改革大綱（第3期）に基づいて、町で
は、平成17年10月12日、「上三川町補助金等
制度の構築に関す方針」を策定した。
　その内容は次のとおりである。
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上三川町補助金等制度の構築に関する方針
１ 目的
　行政改革大綱に基づき、町の補助金等につ
いて検討を行い、補助金等の公益性を高め、
活力のある町づくりを進めることを目的とす
る。
２　定義
　この方針で、「補助金等」とは、補助金、
交付金及びこれに準ずるものをいう。
３　実施内容
　この方針により実施するものは、次のとお
りとする。
　ア　補助金等制度の構築
　イ　補助金等の審査
　ウ　その他補助金等について必要な調査
４　実施方法
　⑴　補助金等に関する審議等を行うため、
　　地方自治法第138条第4第3項に基づき
　　上三川町補助金等審議会（以下「審議会」
　　という。）を設置する。
　⑵　町長は、補助金等制度の構築について、
　　審議会に諮問し、答申を受けるものとす 
　　る。
　⑶　審議会は、補助金等の審査及び必要な
　　調査を行うものとする。
５　結果の公表
　町長は、4に規定する諮問及び審査の結果
を公表するものとする。
　この方針は、平成17年10月12日から適用する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　この「方針」では、検討の対象を「補助金
等」と呼ぶこととし、その定義は、「補助金、
交付金及びこれに準ずるもの（合わせて補助
金等という。）とした。「準ずるもの」とは、「年
金・扶助費・報償費のうち現金支出を伴うも
の等」を指すと解されている。また、町長の
諮問機関である審議会を設置し、ここで補助
金等制度の構築を行うほか、補助金等の審査
及びその他補助金等について必要な調査も審
議会が行うこととされた。
　この制度構築と補助金等の審査を担う審議
会については、平成17年の12月定例会に町長
から「上三川町補助金等審議会条例案」が提
出され、12月12日、原案どおり可決、成立した。
　条例により、補助金等審議会は、識見を有
する者のうちから町長が任命する委員5人以
内で組織され、任期は２年である。委員会の
所掌事務は、次のとおりである。
⑴　町長の諮問により、補助金等制度の構築
　について審議すること。
⑵　補助金等の審査に関すること。
⑶　その他補助金等について必要な調査に関
　すること。
　審議会委員は次のとおりである。
　市村充章（白鷗大学教授）
　井上豊彦（作新学院大学教授）
　冨井実雄（日産自動車株式会社栃木工場総
　　　　　　務部長）
　矢野正広（特定非営利活動法人とちぎボラ
　　　　　　ンティアネットワーク事務局長）
　佐藤一男（町民代表・行政改革懇談会委員
　　　　　　（公募））
　当初、その日程は、平成18年１月から5月
までに制度を構築し、8月から19年度申請分
の補助金等の審査をし、19年度当初予算編成
に反映させるというものであったが、審査が
始まってみると、その作業は膨大であること
が分かり、審議会が基礎的な分析に入ったこ
と、選挙などが間に入ったことなどから、２
年間の策定作業に切り替えられた。
第２章　補助金等審議会の活動
　補助金等審議会は、平成18年3月24日に第
１回会合を開催して以来、会議を重ね、第6
回会議までに意見をとりまとめ、平成19年3
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月28日、「上三川町補助金等改革に関する答
申」として町長に提出した。
　審議会に先立ち、町の担当課である企画財
政課では、補助金等の詳細な悉皆調査を実施
した。
　その結果、町が支出している補助金等は、
平成18年度当初予算の中に173件あることが
判明した。
⑴　審議会への諮問　
　猪瀬成男上三川町長は、第１回審議会にお
いて、次のような諮問を行った。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　上企第230号
平成18年3月24日
上三川町補助金等審議会会長　様
上三川町長　猪瀬　成男（公印）
上三川町補助金制度について（諮問）
　国の財政がきびしい状況にある中、社会情
勢は、少子高齢化、情報化の進展、住民価値
観の多様化などにより大きく変化し、行政需
要はますます増大してきております。
　一方、地方においては、地方分権により、
自らの責任と判断で進むべき方向を決め、施
策を実行する能力が求められております。
　本町におきましても、各種行政サービスを
向上させていくためには、行政コストの削減
と財源の効率的、効果的な運用が必要とな
り、地方分権の時代にふさわしい行政システ
ムの確立を目指して、本年度に第3期行政改
革大綱を策定しました。その大綱の収容施策
のひとつであります「財政の適正かつ健全な
運営」の推進重点事項に「補助金等の整理・
合理化」を位置づけております。
　つきましては、「安心・安全」、「活力のあ
る」、「協働・自立」の三つを基本理念とし、
第6次新総合計画を発進させる本町におけ
る、補助金の公益性、有効性を高めるための
交付および審査基準等を含むこれからの補助
金等制度について、上三川町補助金等審議会
条例第3条第１号の規定に基づき、貴委員会
に諮問します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
⑵　審議会の答申
　審議会では、6回の会合の末、新しい補助
金等制度について、答申をまとめた。
　答申の内容は次のとおりである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
上三川町補助金等改革に関する答申
平成19年3月28日　　　
上三川町補助金等審議会
目次
はじめに 
１補助金等に対する基本的な考え方
２補助金等の定義
3補助金等の性質による区分
4今回の補助金等改革における対象補助金等
5補助金等に関する一般原則
6補助金制度の法的枠組について
7補助金額の考え方
8補助金等の使途について
9補助対象団体の組織について
10補助金制度の審査基準について
11補助金等の見直しの要素
12補助金制度をつくる際のしくみ
13申請のしくみ
14評価のしくみ
15補助金制度の終期のしくみ
16透明性の確保と説明責任
はじめに
　上三川町の新しい補助金等の在り方につい
て、本審議会では、本文に説明するような結
論に達した。
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　要約すれば、まず、検討対象は、町全体の
活力を更に引き出し、個人への扶助を充実す
るため、町が独自に行っている補助金等であ
る。補助金等は、それぞれの性格によって区
分して分析し、その在り方を考えなければな
らないが、全体に共通している要点は、補助
金等の制度は、町民にとって更に開かれた身
近で使いやすいものにすべきであり、その時
代にあった補助金等としなければならないと
いうことである。また、補助金等を受ける団
体にあっては、真に自立的で主体的な活動を
行う実質のある町民団体であることが強く求
められる。町民と町民団体が健全に活躍でき
るような市町村は、健全であると同時に活力
を増していく自治体でもあるだろう。
　それを実現するためには、補助金制度の抜
本的な見直しが必要であり、また一度できた
制度もその後の不断の見直しが必要となる。
補助金制度の創設と見直しは、補助金制度の
提案を含め、町民参加をより進めた形で行わ
れるべきであり、また、何が補助金としてふ
さわしいのかについての公正な審査の場が必
要となる。
　この答申では、補助金等の内容を整理分類
してそれぞれの現状と改善点を述べ、補助金
等の在り方についての一般原則を抽出し、法
的枠組について提言し、類例のない町民によ
る補助金制度の提案制度を加え、創設時及び
運用時における適切な補助金等の審査制度の
枠組みを提示した。
　上三川町の補助金等の制度が本答申を踏ま
えて改革され、それによって更に充実したも
のとなり、町の発展につながるようになるこ
とを願うものである。
１　補助金等に対する基本的な考え方
　市町村は、住民が住民のために地方自治を
確立し、住民福祉の向上及び地域振興などの
行政を行うために存在している。そして、市
町村に住む個人とそこにある団体は公私にわ
たりさまざまな活動を行うものである。市町
村は、こうした個人と団体の活動が市町村の
行政目的に合致するものである場合、何かの
対価としてではなく、純粋にそれらの活動を
支援し、その地域社会の発展向上を実現する
よう、自らの判断で補助金等を支出できる。
　本来、市町村に関係する個人も団体も、自
らの事務や事業を行うに当たっては、その経
費を自分で負担することの方が自然なことで
あり、もしほかにその一定の財源の負担を仰
ぐとしても、その用途については自由に使う
ことが自然なことである。これに対して、補
助金等というものは特定の行政上の目的のた
めに地方自治体から個人や団体に財貨を移転
するものであり特殊な行為であるといえる。
　また、補助金等は、町の財政状況を勘案し
て行われるべきものであることはもちろん、
市町村の財源を支出するものである以上その
制度の透明性を確保しなければならないもの
である。
　そこで、市町村では、補助金等の意義を明
らかにし、補助金等が市民と市町村にとって
十分な効果を発揮できるようにし、また、団
体や個人の活動と市町村の行政活動との関係
が常に適切なものとなるよう、制度的な整備
を図っていく必要がある。
　本審議会は、これまで以上に、上三川町の
補助金等が、市民生活の向上のために効果を
発揮し、町民にとって使いやすい、健全、公
正で適切なしくみとなるよう、町の財政的な
健全性も考慮しつつ、改善を図ることが必要
であると考え、以下に述べるような補助金等
の制度の改革案を得るに至った。
２　補助金等の定義
　市町村が補助金等を交付する根拠は、地方
自治法第232条の２の「普通地方公共団体は、
その公益上必要がある場合においては、寄附
又は補助をすることができる。」という規定
にある。
− 23 −
市町村（基礎自治体）の補助金適正化への取り組み
　上三川町もこれらに該当する支出を行って
いるが、本審議会で検討する対象は、このう
ち「上三川町補助金等制度の構築に関する方
針」で定義された「補助金、交付金及びこれ
に準ずるもの」に限られる。ちなみに、「こ
れに準ずるもの」とは、扶助費又は報償費の
うちで現金の支出を伴うもの等をいう。
　上三川町には、このような性質のものとし
て、平成18年度当初予算において合計173件
の補助金制度が存在している。
３　補助金等の性質による区分
　現行の補助金等の制度は、いくつかの性質
別に整理することができる。その整理された
補助金等の性質ごとに、補助金等のあるべき
姿は異なるものとなる。
１　支出の目的によって、大きく4種類に区
　分される。
　⑴　団体等が行う特定の事業への補助
　⑵　団体活動の維持運営のための補助
　⑶　個人・団体への給付政策を実現するた
　　めの補助
　⑷　その他
２　支出する相手先によって、大きく5種類
　に区分される。
　⑴　住民個人に対する補助
　⑵　町の行政組織とは全く独立して存在す
　　る団体
　⑶　町の行政組織と密接な協力関係にある
　　ものとして存在してきた団体
　⑷　町が出資する町の関連団体（第三セク
　　ター等）
　⑸　その他
3　補助金等の支出の根拠となる法規等の種
類によって、大きく6種類に区分される。こ
の区分によって、その補助金等が、a.町の
自律的な権限と責任によって行われているも
のなのか、b.町としてはその補助を行うこ
とを国又は県から義務づけられているものな
どの他律的なものなのかに大別することがで
きる。
　⑴　国又は県が法令に基づき町の意思とは
　　かかわりなく制度化して町はただ支出せ
　　ざるを得ない状況にある補助金等
　⑵　国又は県の補助金制度などで町の負担
　　分とされるなど、町は半ば義務的な理由
　　により行っている補助金等
　⑶　町の自主的な意思により、条例（法規）
　　を定めて制度化している補助金等
　⑷　町の自主的な意思により、町長が規則
　　（法規）を定めて制度化している補助金等
　⑸　町の行政機関（役場）が、要綱等（行
　　政内部のルール）を定めて制度化してい
　　る補助金等
　⑹　町の行政機関（役場）が、決裁手続に
　　よって支出している補助金等
4　補助金等の支出の目的によって、２種類
　に区分することができる。
　⑴　団体や個人の活動のために支出する補
　　助金等
　⑵　本来町が行わなければならないものを
　　団体や個人に依頼するために行う補助金
　　等、謝礼や費用弁償に類似する補助金等
　　これらの区分に従って、補助金等の取扱
　いは類型化される必要がある。
４　今回の補助金等改革における対象補助金
　等
　補助金等の支出の根拠となる法規等の種類
によって区分された 6 種類の補助金等のう
ち、「a.町の自律的な権限と責任によって
行われているもの」について検討することと
する。
　「b.町としてはその補助を行うことを国
又は県から義務づけられているものなど」
は、町としては他律的なものであって、その
ような補助金等の在り方の検討は今後の課題
とせざるを得ないとの結論になった。
　したがって、本審議会としては、現在、町
の自主的な意思により、議会が条例（法規）
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を定めて制度化している補助金等、町の自主
的な意思により、町長が規則（法規）を定め
て制度化している補助金等、町の行政機関
が、法規ではなく内部規則である要綱等を定
めて制度化している補助金等、及び町の行政
機関が決裁手続のみによって支出している補
助金等について検討することとした。国又は
県が法令に基づき町の意思とはかかわりなく
制度化し、町は定められたものをただ支出せ
ざるを得ない状況にある補助金等、及び、国
又は県の補助金制度などで町の負担分とされ
るなど町が半ば義務的な理由により行ってい
る補助金等については、基本的に制度の見直
しは町の権限外のことであるため、ここでは
検討対象としない。全173件の補助金等のう
ちで、そのような補助金等は現在計35件ある。
内、１件は、町独自の補助金等としての性質
の部分を持っている。
　したがって、現在の補助金等のうちで今回
の検討対象となるのは、139件である。
５　補助金等に関する一般原則
　一般的に市町村は、十分な理由に基づき「公
益上必要がある」と判断するときに限り、補
助金等を交付できる。「公益上必要がある場
合」なのか否かは、町長及び議会が個々の事
例に即して認定することになるが、全くの自
由裁量行為ではなく、客観的に公益上必要が
あると認められるものでなければならないこ
ととされている。
　そうはいっても、地方自治法の「公益上必
要がある場合」という規定はあまりに抽象的
であるため、一般的には「外部的圧力等によっ
て安易に支出されかねない」と危惧されてき
た。
　従来、国の行政実例によれば、補助金等は、
具体的な交付対象や交付金額が不明確な場合
であっても、予算に計上され予算が議決され
れば、長が具体的な手続を進めることが可能
であった。議会によるその補助金等の支出の
適否の認定は、決算認定等において行われる
とされている。
　そのため、予算上の措置として策定され、
策定時点では具体的内容が確定されていない
補助制度は、現実の各自治体の補助金制度に
多く見られるところではある。しかし、この
ような補助制度は、補助金等の支出に関し
て、その対象、内容、金額、補助期間、制度
及び支出の決定プロセスがあいまいにされ、
各自治体において、住民への説明責任が十分
に果たされているとは考えにくい。
　また、補助金等には、憲法第89条「公金そ
の他の公の財産は、宗教上の組織若しくは団
体の使用、便益若しくは維持のため、又は公
の支配に属しない慈善、教育若しくは博愛の
事業に対し、これを支出し、又はその利用に
供してはならない。」という制限がある。こ
れは、公私混同による町の財産の濫費を防止
し、また、公権力による団体への干渉の危険
性を排除するためのものとされる。ただし、
通説としては、その団体に対して国又は地方
公共団体が何らかの監督を行っていれば、「公
の支配」に属する事業であると解されている
ので、補助できる団体の幅は比較的広いと考
えられている。
　このようなことから、合理的で透明公正な
補助金等の支出が実現できるよう、補助金等
について、次のような一般原則を定めること
が適当である。
⑴　補助の財政的健全性の原則
　補助金等は、町財政の中長期的な健全運営
が可能な範囲内で、町の行政運営上必要性が
検証できるものに限って行われなければなら
ない。
⑵　条例による一般原則
　補助金等は、条例による一般原則の下で共
通のルールを定めて設定され、支出され、検
証されなければならない。
⑶　平等機会の原則
　補助金等の支給に関しては、町民及び町民
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の団体に対して、平等の機会が与えられるよ
うに考慮されなければならない。
⑷　使途限定の原則
　補助金等の使途は限定されるべきであり、
使途無制限としてはならない。
⑸　団体運営費補助の制限の原則
　人件費を含めた団体の運営費に対する一般
的補助は、町の補助金等の在り方として望ま
しくない。
⑹　有期限の原則
　原則として補助金等の支給は期限を明確に
して行うべきものであり、数年度にわたる制
度とする場合には、原則3年最長6年などの
明確な終期を決めて行うようにすべきであ
る。補助金等は、定期的にその制度自体の存
廃、適否が審査されなければならない。
⑺　自主性自立性の原則
　補助金等を受ける団体は、その事務局機能
が実体のある形で自律的に運営されているも
のでなければならない。市民団体の自主性自
立性の発達を促進するため、町の行政機関が
団体の事務局機能を代行しないようにするこ
とが必要である。
⑻　検証可能の原則
　補助金等は、使途が検証できるように取り
扱われなければならない。
⑼　透明性の原則
　補助金等の設置、町からの支出・受給者の
使途・受給者の決算は、透明性の原則の下に、
町民に公開されなければならない。
６　補助金制度の法的枠組について
　現在、上三川町が自主的に設置している補
助金等をみると、その直接の制度根拠に従っ
て次のように区分できる。
イ、条例で制度化しているもの　　　　11件
ロ、規則等で制度化しているもの　　　7件
ハ、行政機関内部で要綱等のルールを定め支
　　出しているもの　　　　　　　　　70件
ニ、行政機関内部で決裁手続等によって支出
　　しているもの　　　　　　　　　　51件
合計139件
　上三川町では、補助金等の支出に関して、
条例又は規則によって明確な個別の法的根拠
を定めているものは、イ、ロ合わせて139件
中18件にすぎない。
　むしろ、ハ、ニの、いわゆる予算上の措置
が大多数を占めている。これらの予算上の措
置での補助金等の支出は、もちろん合法的な
手続によって行われているものではあるが、
全体として、その補助金等が適切な対象・し
くみ・金額を実現できているのか、各制度間
の整合性はあるのか、公正で適切に運用され
ているか、町財政への影響はどうかなどにつ
いて、町民の立場から判断できるような十分
な公開性と透明性が確保されにくい点に問題
があるといえる。
⑴　条例主義 法治主義の原則
　補助金制度は、町政にとって、また町民に
とって重要な政策なのであるから、できる限
り住民代表である議員により構成される議会
の議決する「条例」を制定し、代表者による
十分な議論に基づいて作られるべきである。
　ただし、現実問題として予算編成時に創設
され又は継続的に計上されている多数の短期
的補助金制度を逐一条例化することは煩雑か
つ困難であるとするならば、少なくとも、各
補助金等に共通した補助金制度の策定根拠、
基本原則及び基準を定めた補助金等に関する
基本を定めた条例（ 以下、「補助金等基本条
例」という。）を定めておくべきである。
　また、補助期間3年を超える長期的な補助
金制度は、個別に条例を定めるべきである。
⑵　決裁手続だけで支出している補助金制度
　の整理
　つぎに、現行制度の中で、補助金等の制度
要綱を作成せずに担当課職員によって起案さ
れ支出されている補助金等があるが、これら
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は町長、議員及び町民が、その制度の存在と
支出の実態を十分に把握できなくなるおそれ
がある。これらの補助金等の制度は、最低
限、要綱を作成し町民にその制度内容等が公
表されるべきであり、もし、それが不可能で
あるような制度があればそれは廃止すべきで
ある。
⑶　要綱による補助金制度の法体系への組み
　込み
　補助金等要綱については、現在、一度策定
された要綱に基づく補助金等の場合、毎年度
予算化され、予算化したものは、30万円以上
のものについては町長が決裁を行って支出し
ている。
　しかし、補助金等の算定根拠、使途などに
ついては必ずしも十分明確ではないものがあ
るようであり、特定の補助金等を要綱で策定
するに際しては、補助金等基本条例の規定に
従って、その実施要綱として作成するしくみ
に変えるべきである。すなわち、補助金等支
出の根拠は、単なる予算措置ではなく「条例
による行政」の実現に向けて、補助金等基本
条例に置くこととすべきである。
　また、補助金等に関する要綱は、補助金等
の具体的内容を定める最も重要な文書となる
ので、必ず住民に対して告示されなければな
らないものとすべきである。なお、既に、上
三川町では、基本的に要綱はすべて例規集の
中で公表することとされており、すべての町
民がホームページ等を通じて閲覧できる体制
が整っているので透明性は高いといえる。
⑷　一覧性と透明性
　補助金等の制度体系は、町民からみてしく
みが理解しやすいように、全体の一覧性、透
明性を高めるべきである。補助金等要綱は、
個々の補助金等の制度ごとに策定するのでは
なく、一覧性を考慮し、共通理念の下に同一
の種類ごとに一括して策定すべきである。
　また、零細な補助金等は、その効果と意義
を勘案して統合又は廃止すべきである。零細
な個別の補助金等は性質別（分野、性質）に
条例、規則又は要綱に分類してそれぞれ規定
することが望ましい。
　一つの要綱は、関連する補助事業を一括し
てまとめ、要件、対象、金額算定の基準、期
間などは、できる限り客観的な指標によって
共通化して、詳細に一括して記載するのが望
ましい。
７　補助金額の考え方
　公平公正で合理性のある補助金等の制度を
実現するためには、すべての補助金等におい
て、その補助金額は適切でなければならず、
また、算定根拠は明確に説明できるものでな
ければならない。しかし、現在の補助金等の
制度は、過去の積み重ねの上に各分野でまち
まちに形成されてきたために、個々の補助金
等の金額がどのような算定根拠で設定されて
いるのか、それぞれの補助金同士の金額は均
衡が取れているのかなどについて、必ずしも
十分には把握しがたいものがある。
　透明性と合目的性を確保するためには、補
助金額について、明確で均衡の取れる制度が
確保できるよう、客観的な算定の基準を定め
ることが必要である。現在の町の補助金制度
における補助金額の定め方には次のような区
分が可能である。
⑴　団体等の事業費への補助
⑵　町が主体的に参画している行事等の事業
　費補助
⑶　個人への扶助費
⑷　公的な施設の管理等の謝礼、研修、日当
　的な意味合いを含んだ補助
⑸　社会福祉協議会のような、町に密接協力
　関係にある団体の人件費負担の意味合いの
　強い運営費等への定額補助
⑹　要綱などで「予算の範囲内で定める額」、
　「町長が定める額」などとし、金額不確定
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　のまま決定されている補助
⑴　団体等の事業費への補助
　町の独自の補助金等においては、現在はそ
の定額補助のものが多いが、透明性、合理性
及び公平性の見地から、できるかぎり定率補
助とすることが望ましい。定率補助の全分野
で共通の統一基準を設けることが望ましい。
　また、事業費の全額補助は、補助金の本来
の趣旨から考えて望ましくないので見直すべ
きである。
　ただし、利子補給金については、全体の事
業費の一部を全額支出しているものと考えら
れる場合がある。それらの中では、自治会へ
の防犯灯補助のように定率と定額の併用方式
もある。しかし、補助金等が対象とする事業
ごとに、町からの支援が妥当と考えられる総
合的な経費の範囲全体との関係で適切な比率
を考えるなど、個々に総合勘案する必要があ
る。また、補助金申請の便宜など、簡素化の
ために定額とすることはありうるだろう。
　そのような定額補助とする場合、その補助
金額は、基本的に定率補助で算定された金額
を基礎として定額を算定すべきである。
　比率補助の場合には、事業費の一定割合と
する。
　原則として、透明性と公平性の見地から、
その補助金等の目的と必要性に応じて、事業
費の10％以下、25％以下、50％以下等の3段
階に基準を設定すべきである。
⑵　町が主体的に参画している行事等の事業
　費補助
　町が実行委員会の構成員になっているな
ど、町が主催者側として行っている行事への
補助金等は、基本的に負担金的性格のもので
あり、地域振興等の行政上の必要性に応じて
支出するものなので⑴の基準にとらわれず、
その適切な額を個別に設定する必要がある。
⑶　個人への扶助費
　扶助費は、町が社会保障制度の一環とし
て、町民等の生活を維持するために支出する
給付金である。その性質から、扶助費の制度
の創設、支給対象、金額などの決定は、極め
て政策的判断としてなされることが多い。こ
のため、町独自の扶助費は、国が法令で定め
るものなどとは異なり、町としての政策判断
の適切さが問われるものである。
　扶助費は、必要な政策目的の達成、再配分
機能などを実現するものと考えられるが、一
方では常に「ばらまき」の批判を招きかねな
い要素を含んでいるものでもあるので、常に
見直しが必要である。
　そこで、扶助費の金額は、平均的な本人負
担額に対して適切な金額等を設定すべきであ
る。ただし、近隣市町村との均衡、類似制度
との均衡、社会経済情勢及び町の財政状況を
考慮して決定すべきである。
⑷　公的な施設の管理等の謝礼、研修、日当
　的な意味合いを含んだ補助
　行政に対する協力者個々人へのいわゆる報
償金等、本来町が行う場合に必要となる公的
な施設の軽微な管理作業等の謝礼、研修、日
当的な意味合いを含んだ定額の補助について
は、各担当課係において、必要な日当・交通
費相当分などについて費用弁償的に積算され
ているものと考えられるが、全体としての統
一が取れていない。
　法令上にはその金額の算定の根拠は特にな
く、現在、予算査定の際に毎回決められてい
るが、その査定額は、町の条例又は要綱など
の文書により、共通の基準を明示するべきで
ある。
⑸　社会福祉協議会のような、町に密接協力
　関係にある団体の人件費負担の意味合いの
　強い運営費等への定額補助
　その団体の町とのかかわり、協力関係の意
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味に従い、合理的な範囲で検討されなければ
ならない。
　ただし、団体の運営費補助などにおいて
は、町との密接協力の関係に基づき、町が何
らかの形で人件費相当分等を負担しているも
のがある。人件費負担、施設の提供などは、
団体の自主性自立性、町の支出としての適切
性と大きくかかわる問題なので、再検討をし
ていく必要がある。
⑹　要綱などで「予算の範囲内で定める額」、
　「町長が定める額」などとし、金額不確定
　のまま決定されている補助
　現在の補助金制度では、要綱等で補助金額
を「予算の範囲内で定める額」「町長が定め
る額」と定めているものが多い。
　原則として、このようなあいまいな要綱等
の規定の仕方は、補助金等の趣旨及び要綱等
が住民に対して告示されている趣旨から考え
ると好ましくないので、制度創設時に算定根
拠と額が明らかになるように是正すべきであ
る。
８　補助金等の使途について
⑴　補助金等の使途
　運営費については、しばしばその団体の飲
食費など本来的補助の目的からは不適切と考
えられるものがあるので、申請時に使途を明
確にし、事務費等の本来的な用途に使途を限
定すべきである。
　事業費は、その充当先を報告書において記
載しなければならない。
　報告書は、その支出の内容、効果及び適切
性が検証できる事項を記載するものとして、
補助金等基本条例において様式等を定める。
⑵　不適切な使途に対する措置
　団体が受給した補助金等は、使い込みなど
の不正使用、目的外使用を禁じ、不正な手段
によって受給した補助金等については、返還
義務と補助打ち切りなどの制裁を課し、透明
性確保のために公表を行い、また、調査と是
正のための資料提出、立入り検査権を確保す
べきである。
　また、団体が保有管理する施設の建設など
への補助は、その物の目的外転用に関しては
縛りをかけるなど、補助金等の使途について
条件を付けるべきである。
９　補助対象団体の組織について
⑴　事務局機能を行政機関が肩代わりしてい
　る団体
　補助金制度の支出先となっている団体に
は、自ら事務局機能を確立しておらず、十分
自主的自律的に活動している実体がないもの
が非常に多く見られる。
　この場合、行政の監督担当の課係におい
て、その団体の事務局機能を代行しており、
その団体自身は、事務連絡、会議の設営、補
助金等の管理、預金通帳の管理、郵便等の窓
口を自ら行っていない。
　このような状況では、住民が自発的自立的
に活動している団体とはいい難く、また、行
政の末端に連なる組織でしかないならば、補
助対象団体として適切であるとはいえない。
行政は、団体の運営の中心であってはなら
ず、事務局機能を肩代わりすべきではない。
　補助金等を受ける団体と町の行政機構との
関係は、行政が事務局を肩代わりするような
従属包含関係ではなく、互いに独立した主体
として対等協力の関係を確立し、町全体の福
祉向上、経済発展に向けて手を携えていくべ
きである。
　また、使途を限定しない運営費補助金は、
あくまでその団体が自律的に維持運営できる
までの短期間のものに止めるべきである。
⑵　不適切な支出を行っている団体への補助
　補助金等を受給した団体については、不適
切な支出先がないか十分に調査し、補助の対
象は補助金支出の相手として適切な団体に限
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ることが必要である。
１０　補助金制度の審査基準について
⑴　創設時の審査基準
　創設時には、受給申請者には、計画書提出
を求め、次の事項について審査基準を設ける
ことが考えられる。
イ　補助金等の目的
　・補助金等の目的・性質が妥当なものかど
　　うか。
　・補助目的の達成可能性
ロ　団体の性格
　・行政との役割分担は適切かどうか。
　・申請団体は公益的団体かどうか。
　・団体自体が自発的自立的に設立され活動
　　しているか。
　・団体会計は自立しているか。
　・団体の繰越金の有無などの財政状況はど
　　うか。
ハ　町の補助環境
　・町の行財政の状況
　・他補助金等との関係
⑵　運用時の審査基準
　制度の運用時においては、補助金等の受給
者に対し、実績報告書（決算、事業計画、自
己評価報告書）の提出を求め、補助金等の効
果についての判定基準を定めるとともに、次
の事項について審査基準とすることが考えら
れる。
イ　補助金等の目的
　・目的がどの程度達成されているか。
　・団体の繰越金の有無などの財政状況はど
　　うか。
ロ　団体の性格
　・行政との役割分担は適切かどうか。
　・団体会計は自立しているか。
ハ　補助の効果
　・補助金等がどのような効果を上げたの 
　　か。
１１　補助金等の見直しの要素
⑴　全体的な制度自体の見直し要素
　・町の財政状況
　・類似市町村とのバランス
　・類似補助金制度とのバランス
　・社会経済情勢の変化
⑵　個別補助金制度における補助金額の算定
　基礎
　・原則として、補助金額の算定は、その必
　　要な金額の積算根拠を明確に示して行う
　　方式とすること（ 現在の補助では算定
　　基礎のあるものは少ない。特に定額方式
　　の場合、現在、その額及び額の決定基準
　　などが要綱にも書かれていないものが多
　　い。その額は、少なくとも要綱以上のルー
　　ル中に明示すべきであろう。）
　・個別の事業費と団体の運営費は明確に区
　　分して請求することとするべきであろう。
　・扶助費、報償費は統一化した方がよい。
　・事業費補助の統一基準（現在、額、比 
　　率、その決定方法などは明示されていな
　　い。現状は、多くの場合事業費に対する
　　比率（3分の１など）で決めている。し
　　かし、比率はまちまちである。）
１２　補助金制度をつくる際のしくみ
⑴　申請主義
　補助金等の創設については、長などの行政
機関及び議会だけでなく、それを必要と考え
る住民からの発案で行うことができるしくみ
を確立する。
　これまでは、行政機関側が、住民・団体の
ニーズを一方的に汲んで、補助金制度を創設
してきた。確かに、これまでも、行政機関が
創設した補助金制度の枠組みの中でではある
が、住民・団体から個別の補助金等において
支給の申請行為は行われてきたが、それらで
さえ多分に形式的なものであり、住民からの
自発的な行動とはいい難いものが多くみられ
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た。しかし、住民自治でまちづくりを行うた
めには、ニーズのある住民・団体の側から、
これを自覚し、これを説明して、公的な資金
による支援を要請することも必要である。
　補助金等を必要とする側からの制度創設の
発案制度を創設し、議会と行政部局の影響か
ら自由な第三者的機関が制度の目的の合理
性・妥当性の審査を行い、これに基づいて補
助金制度を創設するというしくみも備えるこ
とが、住民自治を発展させるために重要であ
る。
⑵　創設の流れ
　調査してみたところ、従来、補助金制度の
創設・交付の決定過程は、担当課による要綱
の起案→関連担当課、財政課による合議→総
務課の審査→助役・町長の決裁→要綱の告示 
という流れで行われてきた。
　したがって、補助金等の妥当性に関して庁
内で全体的協議を行う場は、実質的には存在
しなかったといえるようである。
　これを、広く庁内で関係部門間の意見を出
し合い検討できるようにすべきであろう。そ
の適当な場としては「課長会議」が考えられ
る。課長会議において、必ず補助金制度の創
設決定案件を実質的検討の議題としてかける
ようにすべきである。
　ただし、補助金等審議会での検討とこの庁
内での検討過程との関係についてどうするか
整理をしておかなければならない。
⑶　補助金制度の終期の設定
　補助金制度については、一度作られると見
直すことなく長期にわたって続けられていく
場合が多く見られる。補助金制度は、基本的
にはそれを必要とする短期間に止めるべきも
のであり、常にその意義と効果が見直される
べきである。
　したがって、補助金制度は明確な終期を創
設時に設定しておくべきである。
　補助金制度の見直しに適切な期間は、社会
情勢と財政状況の変化、受給者の自立の状況
などの観点から、3年間とするのが適当であ
ると思われる。
　したがって、原則として、要綱で定める補
助金等であるなら存続期間は3年間とし、重
要な長期にわたる補助金等であればこれを条
例で定めることを条件とする。
⑷　補助金等の条件
　事業費及び運営費に対する補助金等の設定
にあたっては、成長、拡大などに関する目標
値を設定する。
⑸　補助金等の創設時の手続の流れ
　住民からの発案・行政からの発案と創設決
定までの手続の原則的な事項は、条例で制度
化しておくべきである。
　これに基づき、次のような手続が行われる
ことになろう。
イ、住民等からの申請又は担当課からの起案
　　→
ロ、窓口課（企画課）→
ハ、審議会・課長会議における検討→
ニ、補助金制度創設決定
１３　申請のしくみ
　創設された補助金制度はすべて公開され、
すべて住民は、その制度の中で、平等、公正、
公平に扱われる権利があり、その補助金等の
申請を行うことができる。
　団体に支給される補助金等のうち、実質的
には個人に最終的に給付されている補助金等
は、その補助金等の透明性を高めるため、可
能な限り、直接それぞれの個人への補助金等
に変更する。
１４　評価のしくみ
　補助金制度が創設された後、その補助金等
の交付を希望する団体又は個人は、交付を申
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請し、個々の事例ごとに補助金等審議会の審
査を経て、長から交付の決定を得てその支給
を受けることになる。
　補助金等が適切なものか否かは、補助金制
度の存在意義にかかわる重要なことであり、
常に見直しを続ける必要がある。事業費、運
営費等の補助を受けた者は、自ら自己評価を
行うべきである。また、補助金等の申請と決
算について少なくとも受給開始から3年以内
に、審議会による審査を受け、その補助金等
が有効に使われたかどうかを検証することが
望ましい。
　審査にあたっては、制度はサンセット方式
で終期が定められていることを念頭に、個票
による書類、使途明細を検証できる補助金等
の支出報告書、団体の決算書をもって行い、
本人又は代表者にヒアリングと再アピールの
場を保障して行うこととする。
　審査の結果は住民に公表される。
１５　補助金制度の終期のしくみ
⑴　補助金制度存廃のしくみ
　現在のしくみでは、いったん創設された補
助金等については、担当者や長が後に要不要
を判断することになる。しかし、現実には、
存続期間不定のまま継続して支出されている
ものが多いという問題がある。不要とみられ
る補助金等は廃止されるべきであるが、その
判断は行政の担当者等が行うには困難な面が
ある。
　その補助金制度の必要性については、その
終期に合わせて数年に一度、審議会において
継続するか否か、存廃を検討する。
　その際、補助金等の申請者からヒアリング
を行い、公共的公益的な効果と補助の必要性
について、審査を行うこととする。この際、
補助金等を受けた者で存続を希望するものに
は、弁明の機会が与えられなければならな
い。
⑵　有期限の原則
　「団体の運営費補助」については、そもそ
も団体が自立するまでのものであるから、最
初に存続期間（原則3年が目安か）を明示し、
その期間経過後は原則的に廃止するようにす
べきである。（創設時にサンセット（終期）
条項を付す。） 
　「事業費補助」などについては、毎年度、
代表者からの交付申請に従って、過去の一定
期間の事実を評価して、次年度（又は3年経
過時点）において、その補助金等を行うかど
うかを判断すべきであろう。
　「扶助費的な補助」は、3年程度で見直し
を行うべきである。見舞金、敬老年金などの
扶助費は、住民福祉の向上に重要な意義を持
つものであるが、拡大しやすく見直しが困難
であるという性質もあるので、実質的な財政
硬直化をもたらしやすい。必ず根本的見直し
を行うように規定するべきであろう。また、
その際は、申請者ではなく、担当課と審議会
で見直すこととなろう。数年間利用申請のな
い補助金制度は、災害対策などの長期的な出
来事を想定しているものを除いて、制度を廃
止する。
１６　透明性の確保と説明責任
　補助金制度は、市町村行政と市民である個
人や団体の公益的活動の接点にあってこれを
補強するものである。補助金等の効果的で適
切な在り方というものは、住民がその実体と
しくみをよく知って町政に協働参画すること
を通じて使いこなしてこそ、実現できるもの
である。
⑴　広報とパブリックコメント
　したがって、補助金制度の創設、受給希望
者の募集、申請手続、使途の報告などに関し
ては、全体の動静を住民と議会が明確かつ迅
速に理解し、これに協働参画できるよう、そ
の過程の適切な時期に住民に情報を提供する
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こととし、制度の在り方については、パブリッ
クコメントを徹底する。
⑵　年次報告書
　また、審議会又は担当課は、毎年度補助金
等の全体の年次報告書を作成して、住民に公
開し議会に報告することで、制度の透明性を
確保し、適切な在り方を担保することとす
る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
⑶　パブリックコメントの実施
　上三川町補助金等審議会では、この答申の
素案の段階で、町として初めてのパブリック
コメントを実施した。寄せられた町民からの
意見は１件であり、これに対して次のような
回答が行われた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
「上三川町補助金等制度について」答申の素
案へのご意見と回答
　答申素案についてご意見を募集したとこ
ろ、ご意見を頂きありがとうございました。
　頂きましたご意見を整理し、当審議会の回
答と合わせ公表いたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
上三川町補助金等審議会
【ご意見】
　１ページには「それを実現するためには、
補助金制度の抜本的な見直しが必要…」とあ
りながら、6ページには「国又は県の補助金
制度は、町の権限外のことであるため、ここ
では検討対象としない」としている。本来の
趣旨から矛盾していないか。
回答
　今回の抜本的な補助金等の見直しは、町が
独自の視点で設定し、運用してきた補助金等
について、町の補助制度のあるべき将来像を
考えて抜本的な見直しをしようというもので
す。
　この他に、国 、県が定めている補助金制
度の一環を町が担うこともあります。国の「法
令」が補助金等の制度について定め、市町村
が実施しなければならないものについては、
地方自治法及びそれを定める法令に従って、
市町村は、これを実施する義務があります。
そのため、その基本的な内容については、町
の事務ではあっても、町が独自に改変するこ
とはできません。
　また、国、県の「要綱」によって市町村
に要請している補助金等の制度については、
国、県が定めて各市町村にまたがって行われ
ているものですので、町で独自に改正する権
限がありません。
　これらの補助金制度を町が実行する上で、
おかしいという点がもしあるならば、それ
は、国、県に対して意見を述べていく必要が
ありますが、今回の見直しでは、まず、自ら
改善できるものから始めようという趣旨です
ので対象とはしておりません。
　以上のような理由で、国、県の補助金等に
ついては検討対象から除外したものですの
で、矛盾してはいないと考えております。
【ご意見】
　１ページに「それを実現するためには、補
助金制度の抜本的な見直しが必要…」とある
が、現行制度上の問題点・障害となっている
部分の記載が無いように見える。
回答
　補助金制度の抜本的な見直しが必要である
理由につきましては、本答申（素案）の内容
に詳細に説明しておりますので、これをご覧
ください。
　本答申は、現行制度上でなにか深刻な問題
点が発生したために見直そうというのではな
く、町長からの諮問を受けて、町の将来のた
めに、より町民に開かれた補助金制度として
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あるべき姿を検討したものです。
【ご意見】
　本答申素案だけでは、漠然としすぎて具体
的な現状を把握できない。173件あるという
補助金を受けている団体を公表すべきではな
いか。
回答
　現行補助金等の現状につきましては、今回
の検討作業において、この答申素案の作成の
資料として内部的に網羅的に調査されました
が、今回の意見聴取（ パブリック・コメント）
では素案の内容の是非を伺うことが目的でし
たので、その資料を同時に公表することはし
ておりません。
　ただし、23ページ「16　透明性の確保と
説明責任」において、年次報告書として住民
と議会に報告すべきことを記しています。今
後、この答申内容に沿って新しい補助金制度
ができたならば、毎年度、すべての補助制度
及び補助対象者、金額、目的等については、
一覧性のある形でホームページ等によって公
表され、町民の皆様は、これを閲覧すること
ができるようになります。
【ご意見】
　補助金＝税金である。要件や審査基準の明
確化を行うと同時に補助を受けている側も補
助金の使用用途・収支決算内容の報告義務と
検査・監査義務を明確化し簡潔・透明性も重
視すべきと考えるが。
回答
　補助金支給の要件と審査基準の明確化につ
きましては、17ページの「10　補助金制度の
審査基準について」に記しています。
　また、補助金の受給者につきましても、そ
の使途については、15ページの「8 補助金
等の使途について」に記しております。
　収支決算の報告義務につきましては、17
ページの「10　補助金制度の審査基準につい
て ⑵　運用時の審査基準」に記しておりま
す。
　検査・監査につきましては、16ページの「9 
補助対象団体の組織について ⑵　不適切な
支出を行っている団体への補助」の中で、不
適切な支出先がないかの調査をすることを記
しております。
　以上により、ご指摘の点につきましては、
この答申素案のとおりに新しい補助金制度が
できた場合には、問題はないと考えます。
【ご意見】
　透明性を確保する過程で、町 役場・審議
会に第三者や専門家等に入ってもらい、審査
時から監査時まで参加してもらうことはいか
がか。
回答
　透明性を確保するため町役場・審議会に第
三者や専門家等を入れるべきではとのご意見
ですが、町としても、御趣旨のような観点か
ら「上三川町補助金等審議会条例」を定め、
今回の抜本見直しを進めているものです。
　上三川町補助金等審議会は、町が条例を定
めて設置した第三者機関です。専門的な見地
と住民からの見地の両方が反映されるよう、
NPO、企業経営、自治、行政の諸分野の専
門家及び住民の方で構成されております。
　審議会は、条例で定めるところにより、新
制度の下で、各補助金等の審査、調査、評価
のすべてを行うこととされております。
【 ご意見】
　10ページの「補助対象案件の統廃合」につ
いては、現存する各々の案件を吟味すると共
に問題点が何かを把握した上でメリハリのあ
る制度へと改革してほしい。その過程や結果
は、町民・補助金受給対象者へ公表し理解を
求めるべきと考えるが。
回答
　審議会では、町が行っている補助金等の制
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度にどんな問題点があるかを分析し、どのよ
うにメリハリのある効果的な補助金制度とす
るかを検討してきました。その結論は、この
答申素案において整理され、方向性を打ち出
したものです。新しい補助金制度が答申素
案のようにできたならば、各補助金のあり方
は、この方針に沿って、吟味されていくこと
となります。
　また、ご指摘のように、その審議過程は、
町民と受給者全体にとって明らかなものであ
るべきですので、その過程と内容について
は、公表を第一の原則として行うべきものと
考えています。
　今回の答申素案の意見（パブリック・コメ
ント）も、その一環であります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第３章　基本条例の制定
⑴　議会での論議
　この答申後、補助金等の改革案は、町の行
政機関において、その趣旨の徹底が図られ、
答申内容に従って条例案の作成が進められ
た。
　上三川町補助金等基本条例は、平成20年3
月、議会（3月定例会）に提出され、3月14
日の本会議において、賛成多数で原案どおり
可決成立した。翌週3月18日、町長は、この
基本条例を公布した。
　議会では、総務常任委員会に付託、審査さ
れ、全会一致で可決すべきものと決定され
た。おおむね、議員の評価は、基本条例の内
容は非常にいいことだから積極的にすすめよ
うというものだったようである。
　同委員会での質疑点は、おおむね以下のと
おりである。
⑴　補助金等は定率補助の原則と補助率の上
　限を定めているのに、自治会への補助が運
　営費の8割とされたことについて。
（答弁）これは3年間の特別措置という扱い
　である。
⑵　町の独自の補助金等はそもそもいくつあ
　り、今後の見直しはどうしていくのか。
（答弁）すこし資料としては古くなったが、
　審議会での検討の際に調査した時には139 
　件あった。このうち、町の条例又は規則に
　根拠があるか、要綱を策定して支出してい
　る補助金等は87件ある。それらのものに依
　らず、予算上の措置として、決裁等で出さ
　れているものは、基本条例制定後は、規定
　等を整備しない限り支出はされないことと
　なる。
⑷　補助金等の審議会での審査は、全ての補
　助金について行われることになるのか。
（答弁）条例に基づいて、全件必ず審議会で
　審査を行うこととなる。
⑸　審議会の構成メンバーはだれか。
（答弁）第三者にお願いしている。
⑵　上三川町補助金等基本条例の内容
　上三川町で制定された補助金等基本条例の
内容は次のとおりである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
上三川町補助金等基本条例
平成20年3月18日
上三川町条例第9号
目次
　第１章　総則（第１条－第5条）
　第２章　まちづくり補助金
　　　　　（第6条－第11条）
　第3章　補助金の交付申請等
　　　　　（第12条－第20条）
　第4章　補助金等の返還等
　　　　　（第21条－第25条）
　第5章　雑則（第26条）
　附則
　　　第１章　総則
（目的）
第１条　この条例は、補助金等の基本的な事
項を定めることにより公益性を明らかにし、
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町民の自主性、自立性を尊重した、健全、公
正な補助金等制度の仕組みを構築することに
より、町民一人一人がまちづくりに参画し、
住民福祉の向上や地域振興など活力ある社会
を実現することを目的とする。
（定義）
第２条  この条例において、次の各号に掲げ
る用語の意義は、それぞれ当該各号に定める
ところによる。
　⑴　町民　町内に住所を有する個人をいう。
　⑵　団体　前条の目的に沿った活動を行う
　　法人その他の団体をいう。
　⑶　補助金等　補助金（町の特別会計への
　　補助金を除く。）、交付金、扶助費及び現
　　金支出の報償費をいう。
　⑷　まちづくり補助金　補助金等のうち町
　　の自律的な権限と責任で支出するものを
　　いう。
　⑸　事業費　まちづくり補助金のうち町民
　　及び団体（以下「町民等」 という。）が
　　活動又は事業を行うために必要な経費を
　　いう。
　⑹　運営費　まちづくり補助金のうち団体
　　を運営するために必要な経費をいう。
（団体の要件）
第3条　団体は、町内に活動の拠点又は事業
所がなければならない。
（町長の責務）
第4条　町長は、補助金等について、中長期
的な財政運営を考慮し、常に十分な効果が得
られるよう検討を行い、住民福祉の向上を図
るものとする。
（町民等の責務）
第5条　町民等は、補助金等を公益のため、
適切に使用するものとする。
　　　第２章　まちづくり補助金
（まちづくり補助金の基本原則）
第6条　まちづくり補助金の基本原則は、次
のとおりとする。
　⑴　平等機会の原則　まちづくり補助金の
　　制度は、平等な機会が与えられなければ
　　ならない。
　⑵　使途限定の原則　まちづくり補助金の
　　使途は、限定されなければならない。
　⑶　自主性自立性の原則　まちづくり補助
　　金を受ける団体は、自立的に運営されな
　　ければならない。
　⑷　検証可能の原則　まちづくり補助金の
　　使途は、検証が可能なものでなければな
　　らない。
　⑸　透明性の原則　まちづくり補助金の制
　　度、交付額、使途及び決算は、透明性が
　　確保されなければならない。
（まちづくり補助金の基本事項）
第7条  町民等は、まちづくり補助金につい
て、その制度を発案することができる。
２　まちづくり補助金のうち事業費に対する
補助金（以下「事業費補助金」という。）は、
合理性及び公平性を確保するため定率の補助
とする。ただし、次の各号に掲げるものは、
それぞれ当該各号に定めるところによること
ができる。
　⑴　定率の補助が合理的でない事業の場合
　　定率により算定した額を基準とした適切
　　な額
　⑵　町が共催し、又は実行委員会の構成員
　　となっている事業の場合　当該事業ごと
　　に定めた適切な額　
　⑶　町の行政運営上、密接な協力関係にあ
　　る団体が行う事業の場合　当該事業ごと
　　に定めた適切な額
　⑷　法令等により町が実施することが義務
　　付けられている事業の場合　当該事業ご
　　とに定めた適切な額
　⑸　町の行政運営上、特に必要と認められ
　　る事業の場合　当該事業ごとに定めた適
　　切な額
3　町長が特に必要と認めたときは、前項第
２号から第5号までの事業を行う団体には、
第3条の要件は必要としないものとする。
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4　まちづくり補助金のうち運営費に対する
補助金（以下「運営費補助金」という。）は、
団体が自立することを目的に支給する。ただ
し、町の行政運営上、密接な協力関係にある
団体の運営費補助金は、この限りでない。
5　まちづくり補助金のうち扶助費は、社会
情勢、町の財政状況及び類似した制度との均
衡を考慮し、平均的な本人等の負担額に対し
ての適切な額とする。
6　報償費を除くまちづくり補助金の支給期
間は、他の条例で規定するものを除き3年を
限度とする。ただし、事業費補助金は、ひと
つの申請による支給期間は3年を限度とす
る。
（制度の発案等の申請）
第8条　まちづくり補助金の制度を発案又は
利用しようとする町民等（利用しようとする
場合においては、前条第3項の規定により、
第3条の要件を必要としない団体も含む。）
は、町長に申請しなければならない。
（制度の創設等の決定）
第9条　町長は、前条の規定による申請が
あったときは、その内容が適正であるかどう
かを審査し、その創設等について決定する。
（まちづくり補助金の審査）
第10条　まちづくり補助金は、上三川町補助
金等審議会（以下「補助金等審議会」という。）
の審査を受けなければならない。
２　前項の審査は、まちづくり補助金の制度
の創設については発案の申請のときに、利用
についてはその申請のときに、実績について
は受給したときから3年以内に受けるものと
する。
3　まちづくり補助金の制度を創設する場合
の審査基準は、当該補助金の目的及び町の財
政状況とする。
4　まちづくり補助金の制度の利用及び実績
についての審査基準は、当該補助金の目的及
び効果並びに団体（第7条第3項の規定によ
り、第3条の要件を必要としない団体を含
む。）の性格とする。
5　第１項の規定により審査を受ける者は、
その審査結果について、補助金等審議会に意
見を述べることができるものとする。
（まちづくり補助金の評価等）
第11条　まちづくり補助金の制度を利用する
者は、目標を設定し、自らその評価を行わな
ければならない。ただし、個人で交付を受け
る場合は、この限りでない。
　　　第３章　補助金の交付申請等
（補助金の交付の申請）
第12条　補助金の交付を受けようとする者
（以下「交付申請者」という。）は、町長に申
請しなければならない。
（補助金の交付の決定）
第13条　町長は、前条の規定による申請が
あったときは、その内容が適正であるかど
うかを審査し、補助金の交付について決定す
る。
２　前項の場合において、町長は、補助金の
交付の目的を達成するために必要な指示又は
条件を付することができる。
（補助金の交付の申請の取下げ）
第14条　交付申請者は、前条第２項の指示又
は条件により実施が困難なときは、申請を取
り下げることができる。
２　補助金の交付の申請の取下げがあったと
きは、交付の決定はなかったものとみなす。
（補助金の交付決定の変更）
第15条　補助金の交付の決定を受けた者（以
下「受給権者」という。）が、申請の内容等
を変更しようとするときは、すみやかに町長
に申請し、承認を受けなければならない。
２　補助金の交付の決定を受けた事業が予定
の期間内に完了しないとき又は遂行が困難な
ときは、すみやかにその原因等を町長に報告
し、その指示を受けなければならない。
3　町長は、第１項の規定による申請又は前
項の規定による報告があった場合には、補助
金の交付の決定を変更し、又は取り消すこと
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ができる。
（補助金の実績報告）
第16条　受給権者は、その事業を完了した
ときは、町長に実績を報告しなければならな
い。
（補助金の額の確定）
第17条　町長は、前条の規定による報告を
受けた場合には、関係書類の審査及び必要に
応じて行う現地調査により、交付決定の内容
及び条件等に適合しているかを調査し、適合
していると認めた場合は補助金の額を確定す
る。
（是正のための措置）
第18条　町長は、第16条の規定による報告を
受けた場合に、補助金の交付の決定の内容及
び条件等に適合していないと認めるときは、
適合させるための措置を取るよう命ずること
ができる。
（補助金の交付の請求）
第19条　受給権者は、補助金の額の確定を受
けた場合に、補助金の交付を請求することが
できる。
（補助金の概算払い等）
第20条　受給権者は、必要がある場合に、概
算払い又は前金払いを請求することができ
る。
２　前項の規定による請求を受けた場合は、
町長は、その内容を審査し適当と認めたとき
は、交付を決定した額の範囲内で概算払い又
は前金払いをすることができる。
　　　第４章　補助金等の返還等
（補助金等の立入検査権等）
第21条　町長は、補助金等の適正化を図るた
め必要があると認めるときは、補助金等に関
する報告を求め、又は町長が命じた職員をし
てその事業所等に立ち入らせて、帳簿若しく
はその他の物件を検査することができる。
（補助金等の目的外使用の禁止）
第22条　補助金等の交付を受けた者（以下「受
給者」という。）は、目的外に補助金等を使
用してはならない。
（補助金等の交付決定の取消し）
第23条　町長は、次の事項に該当すると認め
るときは、補助金等の交付の決定を取り消す
ことができる。
　⑴　偽りその他不正の手段により補助金等
　　の交付を受けたとき。
　⑵　補助金等を他の用途に使用したとき。
　⑶　補助金等の交付の決定の内容及びこれ
　　に付した条件に違反したとき。
　⑷　法令等の規定に違反したとき。
　⑸　前各号に掲げるもののほか、町長が必
　　要と認めるとき。
（補助金等の返還等）
第24条　受給者が前条の規定に該当した場合
には、町長は補助金等の支給を取りやめると
ともに、返還を命ずることができる。
（財産処分の制限）
第25条　受給者は、補助金等を受けて取得
し、整備し、又は効用の増加した財産を補助
金等の交付の目的に反して使用し、転用し、
譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供し
てはならない。ただし、町長の承認を得た場
合は、この限りでない。
　　　第５章　雑則
（委任規定）
第26条　この条例の施行に関し必要な事項
は、規則で定める。
附　則
　（施行期日）
１　この条例は、平成21年4月１日から施行
する。
　（準備行為）
２　この条例に規定する手続きについては、
前項の施行日前においても行うことができ
る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　この条例を施行するための施行規則は「上
三川町補助金等基本条例施行規則（平成20年
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3月31日上三川町規則第17号）」として公布
された。
　この基本条例は、答申で示された全ての次
項を網羅してはいないが、残余の次項につい
ては本規則で規定されている。
　上三川町では、これらの法規に基づいて現
在、具体的な各種補助等の見直しと新制度実
施の段階に入っている。
（以上）
